








































































































































































































































































































































































































を合わせて9,123人である47)。この数字には，ニー ダー エスター ライヒおよび
ブルゲンラント北部のユダヤ人も含まれている。その他，ウィーン以外のグ
ラーツ，インスブルック，リンツ，ザルツブルクのゲマインデが把握してい
るユダヤ人口は，1954年10月でわずか847人にすぎない“)。これ以外にもオー
ストリアには，ゲマインデが把握していないユダヤ人が少なからずいたであ
ろうが，それを合わせたとしても，戦前のユダヤ人口に遠くおよばないこと
だけは確かである。合邦後，終戦までにオーストリアから出て行った約13万
人49)のユダヤ人のほとんどは，戦後，もはやオーストリアにもどってこな
かった50)。
彼らはオーストリアを去るとき，持てる財産のほとんどを残し，それまで
積み立ててきた年金保険のすべて，築き上げたキャリアのすべてを失い，言
葉もままならぬ異国で援助団体の支援に頼りつつ，一から生活をやり直さな
ければならなかった。そして，それが軌道に乗ったとしても，必ずしも以前
の生活水準や社会的地位を回復できたわけではなく，年齢が高ければ高いほ
ど，亡命先の社会に適応することすら困難だった。彼らの多くはオーストリ
アを去るときにオーストリア国籍を失い，そのまま無国籍に留まるか，ある
時点で亡命先の国籍を取得した者も多い。オーストリアの犠牲者援護法の枠
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外に放置された彼らに対する補償はどうなるのか51)。
犠牲者援護法が称えた対ナチ抵抗運動の英雄には，少なからぬ共産主義者
が含まれていた。第二次世界大戦後，冷戦体制の輪郭が明らかになるにつれ，
彼らに対する人びとの目も変わったが，ユダヤ人亡命者に対するオーストリ
ア国民の目は，別の意味で冷淡だった。飢えに苦しみ，空爆に怯え，敗戦の
衝撃に打ちのめされたオーストリア国民は，亡命者が事実上，追放された者
たちだったことを忘れた。戦争中，亡命者は外国でよい暮らしをしていたで
はないか，貧しいオーストリアが，なぜ豊かなアメリカに暮らす彼らに金を
やらなければならないのか，というのである。しかも戦後オーストリアのユ
ダヤ人口を見れば，犠牲者援護法の対象となるユダヤ人の数は高が知れてい
るのに対し，国外のナチ迫害の犠牲者の数は，その数倍に上るのである。
しかし，戦後オーストリアがいかに犠牲者の立場を主張しようと，ナチ迫
害に関して，国際的ユダヤ人団体はオーストリアをナチ・ドイツの共犯者と
見なしていた。彼らはオーストリアに，オーストリアから追放されたユダヤ
人が被った損害に対する補償を要求すると同時に，相続人不在のユダヤ人財
産の返還を要求した。ナチ迫害におけるユダヤ人犠牲者の特徴は，他の犠牲
者と異なり，ホロコーストによってしばしば一族が一人残らず死滅したこと
にあった。ヨーロッパ諸国の法律によれば，相続人不在の財産はその財産が
存在している国家の国庫にはいる。しかし，死滅したユダヤ人一族の財産が，
その殺害に直接あるいは間接的にかかわった国家に帰属することは，ユダヤ
人には道義的に容認しがたい。相続人不在の財産の問題は，すでに戦争中か
らアメリカ，イギリス等のユダヤ人団体によって認識されており，戦後ドイ
ツの西側占領地域では，事実，相続人不在のユダヤ人財産の国庫帰属が停止
された。そして死亡した財産所有者にかわって財産の返還を請求し，返還さ
れた財産を管理する組織として，アメリカ占領地区では1948年6月に｢ユダヤ
人返還継承組織｣が，イギリス占領地区では1950年8月に「ユダヤ信託法人」
が，フランス占領地区では1952年3月に｢ユダヤ信託法人フランス部門｣が認
可された。これら諸組織は，相続人不在のユダヤ人財産を調査し，その返還
を請求し，財産の返還後はそれらを売却して現金化し，収益は，ジヨイント
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やユダヤ機関等，ホロコースト生存者の援助団体に分配された52)O
亡命ユダヤ人を含むナチ迫害のユダヤ人犠牲者に対する補償交渉は，西ド
イツについては1951年に設立された国際組織であるユダヤ請求会議があたっ
たが，オーストリアに対しては，1952年，ニユーヨークに本部をおく「対
オーストリア・ユダヤ請求委員会」(以下，対オーストリア請求委員会と略
記)が設立された。委員会は，上記のユダヤ請求会議にも参加する国際的ユ
ダヤ人団体とオーストリアから亡命したユダヤ人の組織が，オーストリア政
府との交渉を効果的に進めるために合同して成立したものである。他方，
オーストリア国内では，1953年4月12日，オーストリア各地のユダヤ教徒の
ゲマインデを束ねる組織として，「オーストリア・イスラエル教徒ゲマイン
デ連合｣が設立された。こうして国内外の体制が整ったところで，対オース
トリア請求委員会は，1953年6月，オーストリア政府と直接交渉にあたる執
行委員会を立ち上げ，両者の交渉が開始されることになる。執行委員会の議
長職に就いたのは，ユダヤ請求会議を率いるゴルトマンである。交渉の要点
は，①ナチ迫害の犠牲者に対する補償において，オーストリアから追放され
たユダヤ人に対する差別的な扱いをやめること，②個人が受けた財産上の損
失に対して補償を行うこと，③相続人不在の財産の返還，におかれた。
しかし，執行委員会の委員の1人であったイエリネクの回顧録53)を見ると，
以後1961年まで中断をはさみつつ延々 と続いた交渉で，ユダヤ人にとって，
オーストリア政府の態度は誠実とは言いかねるものであった。オーストリア
政府は，対オーストリア請求委員会の背後にいるアメリカ政府の顔色をうか
がい，執行委員会に対して交渉のたびに前向きな対処を約束しながら，それ
を実現することなく交渉を引き延ばせるだけ引き延ばした。そこには，第一
にオーストリアの財政難があったことは否めないものの，ユダヤ人に対する
補償に先立って着々と進められたのが，いわゆる元ナチに対する恩赦だった
からである。
オーストリアの脱ナチ化
オーストリアにおける脱ナチ化は，1945年4月27日の独立回復宣言と同日
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に公表された政府声明で実施が明言され，その後ただちにレンナー政府に
よって最初の脱ナチ化法｢国家社会主義ドイツ労働者党の禁止に関する1945
年5月8日の基本法(Verfassungsgesetz)｣謎)(通称，禁止法)が公布された。同法
は第1条で，組織としてのナチ党およびその下部組織あるいは関連組織の解
体と再結成を禁止し，第2条で，オーストリア国内に正規に居住している者
あるいは継続的に滞在している者で，1933年7月1日から1945年4月27日まで
のあいだ，上記の党あるいは諸組織にかかわった者に対して届け出を義務づ
けている。しかし，すでに述べたように，当時のレンナーの臨時政府の権威
が承認されたのは，ウィーンを含むソ連の占領地域のみであった。禁止法が
オーストリア全土で効力を持つのは，1945年11月25日の初の国会議員選挙後，
1946年2月5日からである55)Oそして1946年9月15日の報告書によれば，禁止法
に基づいて届け出た元ナチは，53万6662人にのぼった弱)。
1945年の禁止法で可罰とされた行為に対する判決は，オーストリアの通常
の法廷ではなく，人民法廷57)と称された特別法廷に委ねられた(第24条)｡し
かし，これら元ナチに対する処分の決定は遅々として捗らなかった。という
のも禁止法は第6条に例外規定を設け，ナチの諸組織に所属した者であって
も，たとえばそのことを「悪用」しなかった者に対して処罰を免れる可能性
を認めていた(第27条)。そのため届け出リストに登録された元ナチの実に
85％から90％にのぼる者たちが，この｢悪用」という幅広い解釈の余地を残
した例外規定の適用を求めて奔走し記)，禁止法の執行を麻痒状態に追い込ん
だからである。
そのためオーストリア政府は，元ナチの行為を個人別に審査する方式をや
め，ナチ体制においてそれぞれの組織や組織内の地位が果たした機能の重要
性を勘案しながら，それに属した者たちをランク付けし，集団的に審査する
方式に切り替える。そして，元ナチを大きく「ナチへの関与が重度の者」と
｢ナチへの関与が軽度の者」に二分し，後者については，早急な社会復帰を
はかることにした。しかし，元ナチ問題の穏便解決をめざす政府の脱ナチ化
法案は，1946年7月の国民議会で可決されたものの，オーストリアを監督す
る立場にあった四連合国の連合国評議会は，法案の承認を拒否する。連合国
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ようなオーストリア批判に対して，オーストリアは，義務を果たしただけと
逃げるか，「あきれかえる」と切り捨てる以外に，過去の克服に関して自己
を前向きに語りうる言葉を持たなかったのである。
ヴァルトハイム事件でオーストリアの対外的イメージが著しく傷つけられ
た後，その回復を目的として1988年，首相府は『特定の政治，信仰あるいは
人種的出自による被迫害者のための1945年以後のオーストリア共和国の措置』
と題する小冊子を発行した。そこで繰り返されたのも，相変わらず犠牲者
オーストリアの立場である。
すなわち小冊子は，その前書きでモスクワ宣言等をふまえつつ，オースト
リアは「ヒトラーの侵略の最初の犠牲者｣であったとし，さらに次のように
述べる。
「次のこともまた重要であると思われる。すなわち1955年5月の国家条約交
渉において，調印にのぞんだ四連合国はすべて，オーストリアのいわゆる
｢共同責任条項｣の削除に同意したのである。このことこそ，オーストリア
が，ナチ体制の政治，信仰あるいは人種的出自による被迫害者に対する不法
行為の補償に関して，原則的には義務を負うことができない理由である。と
いうのも，国際法の一般原則によれば，不法は，それを引き起こした者に
よって償われるべきだからである。オーストリアはまた，旧ドイツ帝国の法
的継承国でもない。
しかしながらオーストリアは，国家社会主義の被迫害者に対して加えられ
た重大な不法と苦しみに鑑みて，かつての被迫害者の運命を緩和するため，
ナチの権力によって剥奪された財産の返還のみならず，財政的な給付を引き
受け，またその他の法的措置を講じることを道徳的義務であると見なした｡」
前書きに続いて小冊子は，返還法や，改正に改正を重ねられた犠牲者援護
法，国外の犠牲者に対する援助基金など，オーストリアが実施してきた戦後
補償の成果を列挙し，その上で，オーストリアが補償を行ったすべての損害
に対してオーストリアには責任がないことを考えれば，オーストリアの措置
は不十分とは言えないとする。そして最後に，補償の受給者の圧倒的多数は
ユダヤ人であったことを強調して小冊子を締めくくっている67)。犠牲者に対
328

第Ⅱ部相互理解への道のり
多くのオーストリア人が，第三帝国の抑圧的措置や迫害に加担し，一部の者
は重要な地位についてもいました。今日といえども，わが同胞たちの行為に
対する道徳的共同責任を無視することはできません｡[中略］私たちは，
私たちの歴史のあらゆるデータを，善いことも悪いことも，私たちのあらゆ
る国民がしたことをそれとして認めます。そして私たちは，善き行いを私た
ちのものとして要求すると同時に，悪しき行いについては－生き抜かれた
方々に，また死者の遺族の方々に対して－それを謝罪しなければなりませ
ん｡｣69）
この演説によって，戦後オーストリア政府は，はじめて国民議会という公
式の場でナチ迫害の犠牲者に対するオーストリアの責任を認め，謝罪したの
だが，やはり遅すぎた感は否めない。
紙幅の関係上，1988年以降に遅まきながら始まったオーストリアにおける
過去の克服の詳細を述べることはできないが，1点だけ紹介しておきたい。
1990年代のアメリカで，ナチ時代に人権侵害や強制労働に関与したドイツの
企業に対して団体訴訟(クラス・アクション)の波が起こった。この訴訟は，
強制労働に対する補償問題や，ナチによってあくどく収奪された財産の大き
さに対してあらためて国際的関心を高めることになり，オーストリアでは
1998年10月1日，歴史家委員会の設置が決定された。その目的は,1938年か
ら1945年までに行われた財産，権利等のアーリア化あるいは剥奪の実態の調
査，1945年以降に実施されたそれら財産・権利等の返還ないし補償の実態の
調査であり，戦争中の強制労働の実態調査もこの委員会の任務とされた。委
員会の委員には外国人の専門家も含まれ，ヤンコヴイッチュの病に障ったナ
イトもその1人である。歴史家委員会の調査結果は，2003年2月にインター
ネット上で公表され，2004年末までに全32巻(49冊)として刊行された70)。
1993年に私がウィーンで在外研究に従事した当時は，まだホロコースト第
1世代へのインタビューが可能であった。しかし，いまでは戦後補償問題に
関して直接話を聞くことができるのは，第2世代か，ごく幼少期にホロコー
ストを体験した人びと，すなわち第1世代ではあるが記憶の点では実質的に
第2世代に属する年齢の人々である。そのなかで，まさに合邦の年にウイー
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ンで生まれた知り合いのユダヤ人女性の言葉は，私の胸に深く残った。
「いまのオーストリアは私たちのためにいろいろしてくれるけど，遅かっ
た。ナチのために惨めな思いをした両親たちは，いまのオーストリアを見る
ことなく，戦後も惨めな思いのまま死んでいった｡」
馨注
1）1987年4月27日，アメリカの司法省と国務省は，オーストリア大統領ヴァ
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40)B"ic"des〃"sj〃""@s〃γISme""Sc舵〃K"""Sge"@gj""eWie〃〃此γ〃e
耐＃妙e〃j〃〃"ﾉ""〃〃I9456jS1948,Wienl948,S.47fl947年に，ウィー ン
のユダヤ人の亡命先であった上海とパレスティナ，またロシアのカラガンダ
の収容所からまとまった帰国者があった。
41）ジョイントはユダヤ合同分配委員会の略称。1914年の第一次世界大戦勃発
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